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経済建設委員会の政策提言に対する回答について  

（経済部農林水産課） 

 

 提言をいただきました，新規就農の促進に向けた支援体制の強化については，全農ひろ

しまとＪＡ（以下「ＪＡグループ」という。）と連携して実施に向けた検討を進めてまい

ります。各提案ついて，次のとおり回答いたします。 

 

提案１ 実地研修で使用する農地・施設を新規就農時に継続利用できる仕組みを構築す  

    る 

（具体的手段） 

１年目の基礎研修開始と並行して，全農ひろしまが農地の確保・整備を行い，ＪＡが

施設を建設する。この農地・施設を全農ひろしまの管理のもと，２年目の実地研修で使

用する。 

 

【回答】 

実地研修の農地と施設が就農先になることは，施設整備が不要になるため，実地研修で手

応えがあった場合において，新規就農に弾みがつくと考えます。JA グループへ実現に向けた

働きかけを行います。 

なお，ＪＡは令和５年４月に県域合併を行うため，新たな「ＪＡひろしま」と協議を続けます。 

 

 

提案２ 新規就農時の農地や施設を賃貸借できる仕組みを構築する 

（具体的手段） 

  【提案１】で述べた実地研修で使用の農地や施設について，土地は中間管理機構，施

設はＪＡに管理を移管し，それぞれが大家というかたちで運営を行い，就農者は農地・

施設の使用料として賃料を支払う。 

   

【回答】 

農地と施設を所有せずに借りることは，将来の選択肢が増えるため，使用料が安価であれ

ば，新規就農に弾みがつくと考えます。JA グループへ実現に向けた働きかけを行います。 

 
 
提案３ 新規就農時に必要な施設の建設費用にかかる補助制度を導入する 

（具体的手段）  

 就農施設建設の実施主体はＪＡとする。ＪＡと全農ひろしまがハウス建設費用全体の

２分の１を出資し，三原市は残りの２分の１の費用を補助金として交付する。ＪＡは【提

案２】で述べたアパート方式により，全農ひろしまとＪＡが出資した全体の２分の１に

あたる費用を就農者に賃借して回収する。 

 

【回答】 

使用者のいない施設整備に対して補助を行うことは困難であるため，研修生が明確になっ

た段階で補助を検討いたします。補助の方法ですが，離農により施設の未使用期間の発生も

想定されるため，施設（JA グループ)への一括補助ではなく，新規就農者への使用料補助とい

う方法を検討します。負担割合についても JA グループと協議します。 


